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１．はじめに

東日本大震災を契機に，構造物の耐震補強工事が順次

進められている。地中構造物についても，図－ 1に示すよ

うに，大規模地震を想定した地盤改良等による耐震補強

が最近行われている。著者らは，既設の地中構造物の耐

震補強に地盤改良工法を適用した場合の補強効果につい

てこれまで検討を行ってきた 1)。しかし，高圧噴射工法に

より造成される固化改良体には品質のばらつきが存在し，

そのばらつきが補強効果に与える影響について把握する

ことは重要である。また，震災以降，重要構造物に関して

は，設計地震動より大きな想定以上の地震動も含めて，決

定論ではなく確率論で耐震安全性評価を行うことが求め

られるようになってきている。

本検討では，地盤改良体や構造物周辺の地盤の物性値

のばらつきを考慮した場合の地中構造物の耐震補強効果

について検討するため，モンテカルロシミュレーション

を用いた2次元FEMによる非線形動的解析を実施した。こ

の動的解析結果に基づき実施した地震時損傷確率評価

（フラジリティ評価）や耐震補強効果に関する検討結果

について報告する。

２．地震時損傷確率評価の概要

地震時損傷確率評価（フラジリティ評価）とは，地震動

の大きさに応じた構造物の壊れやすさを確率論的に評価

するもので，図－2に示すように応答の確率分布が耐力の

確率分布と重なる割合をもとに評価する 2),3)。

損傷確率曲線（フラジリティ曲線）は，地震動強さと構
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図－1 地中構造物の耐震補強の概要 
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図－2 地震時損傷確率評価の概要 

図－ 1　地中構造物の耐震補強の概要

図－ 2　地震時損傷確率評価の概要
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条件付き損傷確率である。応答及び耐力は，設計値ではな

く“現実的な応答”及び“現実的な耐力”として，それぞ

れを確率分布で表す。 
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ここで， ),( xfR α は現実的な応答の確率分布， )'(xfc は

現実的な耐力の確率分布を表し，一般的に対数正規分布に

従うと仮定される。 

図－2 の横軸に記載される損傷評価のための指標である

確率変数 x とは，構造物，機器等の地震時における損傷評

価のための応答の物理量（力，応力，加速度，変位及びひ

ずみ等）のことであり，評価対象物の損傷モードに対応し

たものである。 

 損傷確率曲線は，図－2 に示すように，幾つかの地震動

強さについて離散的に求めた損傷確率に対して，その確率

分布が対数正規分布に従うと仮定すると，最小二乗法等に

より近似的に求めることができる
4)

。 

 

３．解析方法 

 

３．１ 対象構造物と解析モデル 
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型の構造物とした。構造物の側壁，頂版，底版ともに壁厚
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着底し，ボックス周辺の地盤は剛性の小さい埋戻土（沖積
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図－4 に示すように，構造物の横断方向を対象に，構造

物は梁要素，地盤及び固化改良体は平面ひずみ要素でモデ

ル化した。また，モデルの境界条件は，底面粘性境界及び

側方水平ローラーとし，側方境界の影響を小さくするため

モデル幅は 100m とした。ここで，構造物と地盤の間には

剥離・滑動を考慮したジョイント要素等は設置していない。 
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図－3 検討対象構造物 

 

図－4 解析モデル図（補強時） 
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図－5 地盤の非線形モデル(R-Oモデル)
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図－5 地盤の非線形モデル(R-Oモデル)
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図－5 地盤の非線形モデル(R-Oモデル)
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図－5 地盤の非線形モデル(R-Oモデル)
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化改良体の初期せん断剛性（平均値）は，高圧噴射工法に

おける一軸圧縮強さ quとせん断剛性 Gの関係（ここでは，

Go=120qu に設定）から算定した。

３．３　構造物条件

構造物の物性を表－3に示す。構造物については非線形

梁要素でモデル化し，構造物の隅角部については剛域（断

面二次モーメントを 100 倍）を考慮した 6)。

構造物の非線形モデルは，図－ 6に示すように，コンク

リートのひびわれ，鉄筋降伏を考慮することができるト

リリニア型の曲げモーメントＭ－曲率φ関係とし，履歴

モデルとしては修正武田モデルを用いた。ただし，軸力変

動による影響は考慮していない。

３．４　ばらつきの評価方法

地中構造物では，構造物の応答が地盤の応答に大きく

依存すると考えられるため，本検討では応答のばらつき

は地盤物性値のばらつきのみに依存するとして解析を行

う 7)。
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きいと考えられることから，当社で実施した試験結果等

を参考に変動係数は 0.25 を採用した。
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う。ここで，確率変数 xは 0＜ x＜∞となり，正規分布と

異なり，0以下の確率は厳密に 0となる。

なお，平均 E(x)及び分散 V(x)は，それぞれ式 (3)，式

(4) で与えられる。

確率分布を対数正規分布と仮定し，ラテンハイパー
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す 20ケースの解析ケースを設定した。ここで，LHS 法と

は，図－ 8に示すように，パラメータの値のとり得る範囲

を格子状に分割し，その中で乱数を用いてサンプリング

する方法である。同じ行・列でサンプリングしないように

し，サンプリングの偏りを防ぐことにより，標準的なモン

テカルロシミュレーションと比較して試行回数を少なく

することが可能になる。
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図－ 8　サンプリング法の比較

係）は，文献 5 で得られた関係を用いた。また，固化改良

体の初期弾性係数（平均値）は，高圧噴射工法における一

軸圧縮強さ qu と弾性係数 G の関係（ここでは，Go=120qu

に設定）から算定した。 

 

３．３ 構造物条件 

構造物の物性を表－3 に示す。構造物については非線形

梁要素でモデル化し，構造物の隅角部については剛域（断

面二次モーメントを 100 倍）を考慮した
6)

。 

構造物の非線形モデルは，図－6 に示すように，コンク

リートのひびわれ，鉄筋降伏を考慮することができるトリ

リニア型の曲げモーメントＭ－曲率φ関係とし，履歴モデ

ルとしては修正武田モデルを用いた。ただし，軸力変動に

よる影響は考慮していない。 

 

３．４ ばらつきの評価方法 

地中構造物では，構造物の応答が地盤の応答に大きく依

存すると考えられるため，本検討では応答のばらつきは地

盤物性値のばらつきのみに依存するとして解析を行う
7)

。 

表－1 に示すように，地盤の剛性に関係するせん断波速

度 Vsについて Ac層及び固化改良体においてばらつきを考

慮した。Ac層の変動係数は文献2を参考に0.1を採用した。

また，固化改良体のばらつきは Ac 層と比較して大きいと

考えられることから，当社で実施した試験結果等を参考に

変動係数は 0.25 を採用した。 

Vs に関するばらつきは，式(2)に示す対数正規分布に従

うと仮定した。定数 µ，σ に対し，確率変数 x の確率密度

関数 f(x)が 

2

2

2

)(ln

2

1
)( σ

µ

σπ

−
−

=
x

e
x

xf     (2) 

で与えられるとき，確率変数 x は対数正規分布に従うとい

う。ここで，確率変数 x は 0＜x＜∞となり，正規分布と異

なり，0 以下の確率は厳密に 0 となる。 

なお，平均 E(x)及び分散 V(x)は，それぞれ式(3)，式(4)

で与えられる。 

2

2

)(

σ
µ+

= exE           (3) 

)1()(
222 −= + σσµ

eexV      (4) 

確率分布を対数正規分布と仮定し，ラテンハイパーキュ

ーブサンプリング法（LHS 法）
8)

により，図－7 に示す 20

ケースの解析ケースを設定した。ここで，LHS 法とは，図

－8 に示すように，パラメータの値のとり得る範囲を格子

状に分割し，その中で乱数を用いてサンプリングする方法

である。同じ行・列でサンプリングしないようにし，サン

プリングの偏りを防ぐことにより，標準的なモンテカルロ

シミュレーションと比較して試行回数を少なくすること

が可能になる。 

 

３．５ 入力地震動と解析方法 

入力地震動は，図－9 に示す道路橋示方書
9)

のレベル 2

地震動（タイプⅡ，兵庫県南部地震の神戸海洋気象台地盤

上の波形，最大加速度 812gal）とし，解析モデル下端の基

盤面での最大加速度の値を 600，800，1000，1200gal の 4

表－3 構造物の物性 

RC構造 0.2 24.0 2.5×10
7

ヤング係数

E (kN/m
2

)

ポアソン比

単位体積重量

γ(kN/m
3

)

 

 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

0 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06

モ
ー

メ
ン

ト
モ

ー
メ

ン
ト

モ
ー

メ
ン

ト
モ

ー
メ

ン
ト

M
 (k

N
・・ ・・

m
)

曲率曲率曲率曲率φ (1/m)

ひびわれひびわれひびわれひびわれ

鉄筋降伏鉄筋降伏鉄筋降伏鉄筋降伏

圧壊圧壊圧壊圧壊

 

図－6 構造物の非線形モデル（M－φ関係） 

100

110

120

130

140

150

160

170

0 100 200 300 400 500 600

Ac
層

の
せ

ん
断

波
速

度
層

の
せ

ん
断

波
速

度
層

の
せ

ん
断

波
速

度
層

の
せ

ん
断

波
速

度
(m

/s
)

改良体のせん断波速度改良体のせん断波速度改良体のせん断波速度改良体のせん断波速度(m/s)
 

図－7 解析ケース 

 

α2 

α1 

 

α2 

α1 
 

(a)標準モンテカルロ法    (b)LHS法 

図－8 サンプリング法の比較 

-1000
-750
-500
-250

0
250
500
750

1000

0 5 10 15 20 25 30

加
速

度
加

速
度

加
速

度
加

速
度

(g
al

)

時間（秒）時間（秒）時間（秒）時間（秒）

 

図－9 入力地震動（道路橋示方書レベル2地震動） 
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図－ 9　入力地震動（道路橋示方書レベル 2地震動）
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の 4通りに振幅調整した地震動を水平方向に入力した。

解析は Newmark-β法による直接積分法（β=1/4，解析

時間間隔Δt=0.002 秒）で実施した。また，減衰として

Rayleigh 減衰を採用し，その係数は剛性比例型で地盤の

固有振動数に対して 2％の減衰を考慮した。

常時荷重については，地震応答解析に先立ち初期応力

解析（常時解析）を実施し，考慮した。

４．解析結果

４．１　応答の比較

無補強時と補強時の最大変形図及びせん断ひずみ分布

図（1200gal 入力時，Vs平均値）を図－ 10に示す。せん断

ひずみの分布状況から Ac 層下部の Dc 層との境界部にお

いて 3%近くの卓越したせん断ひずみ（図中の赤い部分）

を生じており，剛性の小さい Ac層で変位が卓越している

ことが確認できる。

無補強時と補強時の比較では，補強時は固化改良体の

存在により，構造物周辺（側方）でせん断ひずみが小さく

なっており，変形図からも改良体により構造物の変位が

抑制されていることが確認できる。しかし，結果を記載し

ていない最大加速度分布も含めて構造物周辺以外の地盤

の応答にほとんど差は見られない。

４．２　構造物の照査

今回の検討では構造物については曲げ破壊を照査対象

とし，損傷指標としては層間変形角（限界値：1%）とした。

図－ 11に構造物の層間変形角の時刻歴波形（1200gal

入力時，Vs平均値）を示すが，補強により無補強時の半

分程度に低減しており，改良体による補強効果が確認さ

れた。

図－12に無補強時及び補強時の構造物の層間変形角に

関するフラジリティ曲線を示す。このフラジリティ曲線

は，離散的に求めた損傷確率が対数正規分布に従うと仮

定して最小二乗法により作成した。

無補強時には 800gal で損傷確率が 0.5 を超え，1200gal

では損傷確率が 1.0 となっている。一方，補強時には

1000gal まではほとんど損傷確率は増加せず，1200gal に

おいても損傷確率は 0.3程度であり，改良体のばらつきを

考慮しても十分な補強効果があることが確認された。

図－ 13に設計地震動の最大加速度 812gal とほぼ同じ

であり，無補強時に損傷確率が増加し始める 800gal にお

ける鉄筋降伏発生位置を示すが，補強により鉄筋降伏発

生位置（図中の●）がなくなっていることがわかる。

図－ 14に補強時の地盤物性値 Vs と層間変形角の関係

を示す。最大層間変形角の大きさは最小0.5%～最大1.3%
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図－ 10　最大変形図及びせん断ひずみ分布図

（1200gal 入力時，Vs平均値）
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図－12 フラジリティ曲線（構造物の層間変形角） 
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となっており，Ac層及び改良体の Vsの値が小さいほど層

間変形角は大きくなっている。
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図－ 13　鉄筋降伏発生位置（800gal 入力時，Vs平均値）
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図－ 15　固化改良体の最大せん断ひずみ分布図

（1200gal 入力時，Vs平均値）
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図－ 16　載荷試験による改良体の損傷状況
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A Study of the Probability of Seismic Failure  
for Underground Structures Using Earthquake-resistant Reinforcement

Kazuhiko URANO, Tsuyoshi NISHIMURA, Hiroshi MAEDA and Yuji ADACHI

Underground structures are recently being reinforced against earthquakes by the ground solidification 
body method. After the Great Eastern Japan Earthquake, the evaluation of seismic safety using the 
probability theory for seismic motions beyond the assumed design parameters is seen as an important 
tool in determining uncertain quality in the ground solidification body. 

In this report, the nonlinear earthquake response analysis of a box culvert by a two-dimensional 
FEM was conducted and a fragility analysis was performed. The influence of the ground reinforcement 
effect on the underground structure was discussed using the Monte Carlo simulation, which considers 
the uncertainty of the soil properties in the evaluation of the probability of seismic failure.

元動的 FEM 解析による地震時損傷確率評価を実施した。

得られた知見を以下に示す。

①  地中構造物に対して，地盤及び改良体の剛性のばらつ

きを考慮した曲げ破壊を照査項目としたフラジリティ

曲線を作成し，耐震安全性を確認した。

②  地盤及び改良体の剛性のばらつきを考慮しても，固化

改良体による耐震補強が地中構造物に対して十分な補

強効果を有していることを確認した。

③  地盤改良体のせん断破壊を照査項目としたフラジリ

ティ曲線を作成し，土槽載荷試験結果との比較等から，

耐震安全性を確認した。

本検討では構造物の曲げ破壊に対する検討を行ったが，

せん断等他の照査項目についても検討を進めていく予定

である。また，今回は入力地震動として内陸直下型の地震

動のみを対象としたが，地震動の特性の影響についても

今後検討を進めていく予定である。
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